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23年度予算編成方針
　　予算編成の特徴は。
　　平成23年度予算は、高齢者
向けの地域優良賃貸住宅制度の
ほか、自転車先進都市おかやま
事業、コールセンター等立地促
進の補助制度創設など、今後の
発展に向けた事業を盛り込んで
いる。
　また、岡山操車場跡地整備基
本計画の策定など、まちづくり
の姿を具体化する事業や、岡山
の未来を若者たちが語る「若者
広場（仮称）」の実施など、将
来を見据え、総合的な視点から
つくり上げている。
視覚障がい者に対する広報
　　点字等による広報の希望者
数は。視覚障がい者へ積極的な
広報をすべきでは。
　　平成23年2月1日時点で、
点字広報希望者は86人、音声広
報のCD版が31人、カセット
テープ版が50人である。これま
でも点字や音声広報について
は、「くらしの便利帳」や「障
害者のしおり」などでお知らせ
している。今後も「市民のひろ
ばおかやま」などを通じて、積
極的にＰＲし、周知を図っていく。
高齢者の介護施設を整備
　　介護施設の整備方針は。

　　特別養護老人ホームの入所
待機者の現状から、平成23年度
は9施設を整備し、21年度から
23年度で、特別養護老人ホー
ム、グループホーム、老人保健
施設など計777床の整備を行う
こととしている。給付と負担の
バランスを考慮し、より多くの
方が入所できるよう検討したい。
旧深柢小学校跡地活用の考え方
　　平成18年2月、岡山中央
南（旧深柢）小学校跡地活用懇談
会による提言の3つの柱①地域
特性②安全・安心③地域コミュ
ニティー、に沿って進めるべき
だが、市と川崎学園の考え方は。
　　市としては、①交通利便性
を生かし、表町商店街などのに
ぎわい回復につなげることが必
要②健康・医療・福祉機能の導
入、防災上の観点での配慮、交
通弱者にやさしいまちづくり、
ユニバーサルデザイン導入
が必要③地域の人々が集
い、交流できる場が必要、
などと考えている。
　川崎学園は、①1日約
4,000人の出入りを想定し
ており、にぎわい創出や経
済波及効果に期待②年中無
休、昼夜診療で救急患者を
積極的に受け入れ、質の高

い医療や迅速な初期医療の提供
③敷地内に地域住民が利用可能
な集会施設を併設する、などと
している。
　市と川崎学園の考え方に、大
きな隔たりはないと考える。
東区役所・東消防署等の整備
　　整備が進むことは歓迎する
が、なぜ、このタイミングか。
　　老朽化や耐震性、消防力の
強化のため、建て替えが急がれ
ていた東消防署の検討を進めな
がら、同様にバリアフリー等多
くの問題を抱えている東区役所
についても関係部局間で議論を
進めた。
　その結果、地元が望むカネボ
ウ跡地活用につながり、防災拠
点として一体的に整備すること
で一層の体制強化が図られる。
合築によるスケールメリットや
建設コストの低減、有利な財源
の活用等、効率性や財政的な優
位性から整備方針を決定した。

公 明 党

6会派の代表が行った質問の中から、いくつかを取り上げて要旨を掲載代 表 質 問

※2 　ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）用語解説

「わが国における『ＥＳＤの10年』実施計画」では、「一人ひとりが、世界の人々や将来世代、また環境との関係性の中で生き
ていることを認識し、行動を変革するための教育」と定義

※2

「国連ＥＳＤ10年・総括会議」
 誘致に向けた取り組み
　　平成26年に開催される会議
の岡山への誘致に関し、23年度

の具体的な取り組みは。
　　候補地は、23年夏までにユ
ネスコ本部と本会議を共催する
日本政府が選定する予定で、既

に関係省庁や県関係国会議員等
に働き掛けを行っている。今後
も関係省庁に対し、本市がアク
セス性に優れていることや、市
民をはじめさまざまな組織がＥ
ＳＤ活動に取り組んできた実績

政 隆 会

移転予定の東区役所（左）・東消防署（右）
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があること、市内小・中学校の
ユネスコスクールへの加盟拡大
に意欲的に取り組む熱意がある
ことなどをアピールしたい。
アンケートを活用し
児童クラブの負担を軽減
　　児童クラブについてのアン
ケート結果から、どう課題を整
理したのか。また今後の方針は。
　　各児童クラブ関係者の負担
軽減のため、平成22年にアン
ケートを実施した結果、開設
日、開設時間、障がいのある児
童の受け入れ、事故が起きたと
きの責任問題などの課題が浮き
彫りとなった。
　課題解決に向けて、運営実態
に応じた補助制度の見直しや土
曜日開設の促進、障がいのある
児童の受け入れ支援などを23年
度予算案に反映している。

操車場跡地整備のコンセプト
　　県内外から注目されるよう
な跡地活用とするために考えて
いることは。
　　本市の特徴と資産を生かし
たテーマ性を持った拠点づくり
として、健康や食に関するイベ
ントや市の開催、若者をター
ゲットにしたエンターテインメ
ント性のあるイベントの展開な
どを検討している。
　また、全体を都市の森という
コンセプトで整備を行い、統一
感のある管理・運営をしてい
くことも必要である。市や市
民、民間事業者等と連携・協
働してつくり上げていくエリ
アマネジメントの仕組みづく
り等、新しい公園づくりのモ
デルとしても注目されるもの
を考えたい。

区役所の整備方針
　　区役所整備について①南区
役所のスケジュールは。②中区
役所の方針も示すべきでは。
　　①平成22年度に実施した地
質調査を踏まえ、23年度は実施
設計を行う予定である。24年度
以降は、造成工事、建築工事等
に順次着手し、26年度の早い時
期の開設を目指す。②早急な方
針の整理が必要と認識してお
り、できるだけ早期に方向性を
示したい。

南区役所整備予定地（南区浦安南町地内）

西部リサイクルプラザ
整備後の影響
　　西部リサイクルプラザが整
備された後、野殿ストックヤー
ドや新保資源選別所はどうなる
のか。
　　西部リサイクルプラザは、
市民からの粗大ごみの受け入れ
処理や、びん・ペットボトルの
選別処理を行うこととしてお
り、野殿ストックヤード及び新
保資源選別所の機能も備えてい
ることから、西部リサイクルプ

ラザが稼働した後は廃止する予
定である。
市営住宅さくら住座の再整備
　　建て替え再整備に合わせて
併設する施設は。
　　例えば、小規模多機能型居
宅介護事業所等の高齢者支援を
目的とする福祉施設や食料品店
等の生活利便系施設など、民間
活力による整備を考えている。
水道管の耐震化対策
　　阪神・淡路大震災のときに
被害を免れたダクタイル（球状
黒鉛）鋳鉄管が耐震用として注
目されているが、本市での採用
状況は。
　　阪神・淡路大震災を契機
に、平成9年からダクタイル鋳
鉄管を採用している。特に地震
等の災害時に、液状化が予想さ
れる地域には口径200ミリメー
トル以上の水道管に、地盤が安

定した地域には口径400ミリ
メートル以上の幹線水道管に採
用している。本市の水道管の耐
震化率は5.7％であるが、400ミ
リメートル以上の幹線水道管の
耐震化率は23.3％である。
　19年からは基本的にダクタイ
ル鋳鉄管による取り換えを行
い、水道管の一層の耐震性向上
を図っている。
バイオディーゼル燃料の現状
　　バイオディーゼル燃料（Ｂ
ＤＦ）の普及促進の状況は。
　　平成22年度の使用済み天ぷ
ら油の回収見込み量は、21年度
に比べ、家庭系が15％増の
130キロリットル、事業系が
70％増の283キロリットルで
ある。
　利用量は、23年1月末で市の
ごみ収集車87台に239キロリッ
トル、民間事業者の車両23台
に25キロリットルとなっている。
　23年2月から廃食油回収及び

ゆ う あ い ク ラ ブ

西部リサイクルプラザ整備予定地
（北区野殿西町地内）
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ファジアーノ岡山への支援
　　練習場に充てられる市有地
はあるのか。また、市のプラン
を出す等の具体的な動きはいつ
頃か。
　　市有地や県有地、民間所有
地を含めて検討し、ある程度候
補地を絞り込み、協議・調整を
進めているが、整備場所の決定
には至っていない。
　今後、さらに協議・調整を急
ぎ、できるだけ早い時期に場所
を決定し、補正予算での対応も
念頭に置きながら、整備の早期
実現を目指したい。
学校での平和教育
　　学校教育の中での系統的な
取り組みの実態は。
　　国語では、東京大空襲を
テーマとした「ちいちゃんのか
げおくり」など、平和について
心情面から学ぶ教材が学年ごと
に準備され、平和の尊さ、戦争

の悲惨さについて学んでいる。
　また、社会科では、小学校6
年生及び中学校の歴史的・公民
的分野で平和について理解を
図っている。
　学習を進める際には、岡山空
襲に関するＤＶＤ、岡山空襲平
和資料館やデジタルミュージア
ムの活用、戦没者追悼式への参
加、語り部の方に直接話を聞く
ことなどをしている。
農業委員会への女性参画
　　女性農業者の枠を設けるこ
とについての課題と狙いは。
　　女性の農業委員について、
全国農業委員会会長大会では、

　「1委員会当たり複数を」と
の目標を掲げているが、岡
山県は全国最下位、本市に
は現在1人もいない。
　女性が委員になること
で、地産地消や農業の六次
産業化の推進等の取り組み
が図られ、農業振興につな
がるものと期待している。

観光戦略と公共交通
　　観光戦略でも、交通導線の
整備が大前提であり、この観点
での取り組みは。
　　本市には、魅力的な観光資
源が多く存在しており、都市交
通戦略を進めるには、公共交通
をはじめとする交通ネットワー
クを強化し、線や面として、観
光資源の有機的連携を高めてい
く視点も重要である。
　この観点から、おかやま都市
交通戦略連携会議において、吉
備線ＬＲＴ化を契機とした吉備
路観光活性化をテーマの一つと
し、検討を深めようとしている。

市 民 ネ ッ ト

※3 　六次産業化用語解説

農畜産物の生産（一次）だけでなく、食品加工（二次）、流通・販売等（三次）にも農業者が主体的かつ総合的にかかわること
で、第二次・三次産業事業者が得ていた付加価値を農業者が得ようとする取り組み。一次×二次×三次＝六次産業

がんばれ！ファジアーノ岡山

予算案を修正し国民健康保険料
の引き下げ等を
　　市民の暮らしを守る施策と
して、土地開発基金の取り崩し
や議員報酬削減等で18億円の財
源を確保し、国民健康保険料の
引き下げ等を実施すべきでは。
　　本提案は、今後、継続的な

財源確保の課題もあり、慎重な
検討が必要と考えている。
　市民生活を守るための施策と
しては、安全・安心の確保のた
めの事業、緊急雇用対策、市内
中小企業対策のための単市公共
事業の確保、国民健康保険料の
据え置き等を行っており、また、

新たに小修繕業者の登録制度の
導入も図る。
交通弱者の生活交通確保を
　　生活交通対策は喫緊の課題
であるが、その解決策は。
　　交通不便地域での生活交通
の確保には、実態に合ったサー
ビスの提供と地域の生活交通を
支える協力体制を両輪とした、
自律的で持続可能な生活交通確

共 産 党

※3

代
表
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問ＢＤＦ使用の事業者に対し、推

進協力店認定書及びステッカー
を交付するなど、啓発及びリサ
イクル体制を強化している。
生活保護世帯等に係る
査察指導機能充実と就労支援
　　①査察指導機能の充実とは
どういうことか。②生活保護世

帯等の増加に歯どめをかけるた
め、就労保障の充実強化が必要
では。
　　①生活福祉係を増設し、係
長職である査察指導員を増員す
ることで、ケースワーカーへの
助言指導体制を強化する。②ハ
ローワークのＯＢ等、職業相談

業務の経験者である就労支援相
談員を活用し、ハローワークと
連携し、就労支援事業に取り組
んでおり、平成23年度には、よ
りきめ細かな支援の実施に向け
て、就労支援相談員を現在の3
名から6名に増員する予定で
ある。



88

保策を検討する必要がある。
　平成22年度は、御津・建部・
足守の3地域で試行的な調査を
行った。今後、調査結果の分析
を進め、生活交通をいかに支え
るかなどについて地元組織と議
論する。
住宅リフォーム助成の実施を
　　岡山市の経済を元気にする
ために、住宅リフォームへの助
成をしては。
　　現下の厳しい経済状況を踏
まえ、他都市の状況も調べなが

ら前向きに検討したい。
政令市初のがん対策推進条例制定
　　がん対策としての予算は。
　また、検診の受診率向上への
取り組みは。
　　平成23年1月から実施して
いる子宮頸がん予防ワクチン事
業を、23年度も約5億円の予算
で引き続き実施する。
　さらに、これまでの女性特有
がんの無料クーポン事業に加
え、働く世代への大腸がん検診
推進事業として、新たに7,800

万円を計上し、節目年齢の方に
無料クーポンを送付して受診率
の向上を目指す。

※4 　二次救急（医療体制）用語解説

病院が相互に連携し、休日又は夜間を輪番で担当することにより、重症救急患
者の医療を確保するための診療を行う制度

手術や入院を要する救急患者に対応する医療
※5 　病院群輪番制

子宮頸がん・乳がん検診
　　　　　　　無料クーポン券
子宮頸がん・乳がん検診
　　　　　　　無料クーポン券

新 風 会
行財政改革の成果　
　　行財政改革の成果を未来の
市民への投資に向けるべきでは。
　　市民福祉の向上のための取
り組みや将来を見据えた必要な
施策に投資していく。
岡山操車場跡地整備基本構想
　　今回の構想は歴代の市長の
構想と変わらないように思える
が、過去の構想との違いは。
　　平成2年に岡山チボリ公園
計画による都市計画決定後、
「岡山水と芸術の公園」「サッ
カーもできる球技場を核とした
公園」など20年間にさまざまな
計画が示されたが、ドームを除
いては事業化に至っていない。
　岡山操車場跡地の大部分は都
市計画決定された公園で、土地
利用に一定の制約を受けるた
め、基本部分は都市公園という

共通点がある。
　今回の計画は、都市ビジョン
に基づいて本市の目指す都市像
のシンボルとなるような活用を
目指している。
倉敷市との連携
　　連携は極めて重要である。
両市間の調整は。本市が積極的
にリードする役割があるのでは。
　　平成15年に両市の副市長・
担当部局長を構成メンバーとす
る岡山・倉敷まちづくり協議会
を設置し、市域を越えた保育所
への入所、共同観光パンフレッ
トの作成など、行政サービスの
相互間交流等の成果をあげた。
　22年度には岡山・倉敷・吉備
路観光キャンペーンを初めて合
同で実施し、観光施設への来客
や旅行商品の売り上げ増加につ
ながった。
　今後、おかやま桃太郎まつ
り等のイベントに加え、吉備
路観光でも、大きな効果を得
る企画が可能か探りたい。
若者の就労支援
　　本市は3年間職員採用を
凍結したが、若者に就労の門
戸を開き、地元企業等の長期

的雇用につながる施策を講じる
べきでは。
　　人件費の削減はやむを得な
いと判断しているが、平成23年
4月1日の採用者は186人の予定
で、行財政改革を進めながら必
要な職員は採用していく。
　本市は22年度から地域人材育
成事業を行っており、今春も卒
業後の未就職者を含めた若年者
に対する事業を実施し、地元企
業にも採用枠拡大の協力をお願
いしたい。
救急病院が不足している
中区・東区への対応は
　　（仮称）岡山総合医療セン
ターの建設で旭川以西の救急医
療体制はさらに充実するが、旭
川以東の中区・東区は総合・救
急病院が明らかに不足してい
る。その対応は。
　　現在、二次救急である病院
群輪番制病院は6カ所すべてが
旭川以西にあるが、救急告示病
院は東区2カ所、中区3カ所で
ある。
　本市は県南東部保健医療圏に
含まれるが、今後、県や医療機
関等と連携しながら救急医療を
含めた医療連携体制の整備に取
り組みたい。にぎわいの創出が期待される岡山操車場跡地
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